
合同入札監視委員会定例会議 議事概要 
 
 
１  開催日    令和２年７月 29 日（水） 

 
２  場  所    独立行政法人都市再生機構東日本賃貸住宅本部 1901 会議室 

 
３  委  員（五十音順） 

   安斉勉(弁護士)、古関潤一（大学教授）、土田和博(大学教授)、中田善久（大学教授）、 

中村豪（大学教授） 

  

４  審議対象期間  平成 31 年 1月１日～令和元年 12月 31 日 

 

５  抽出件数 

入    札    方    式 抽 出 件 数 

工

事 

１ 落札率が高い契約       １件 

２ 一者応札・応募の契約       １件 

３ 一定の関係を有する法人との契約       １件 

４ 入札方式にかかわらない抽出       １件 

業

務

等 

５ 落札率が高い契約       １件 

６ 一者応札・一者応募の契約    １件 

７ 一定の関係を有する法人との契約    １件 

抽 出 件 数（計）      ７件 

    （注）工事の１～３は一般競争入札を、４は随意契約を含めて抽出対象としている。 

     

６  委員からの意見･質問及びそれに対する回答 

    個別抽出事案の審議内容は別紙のとおり。 

 

以  上 

 



別 紙 
 意   見 ・ 質   問 回          答 

１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【Ｒ０１村上他２団地歩道橋補修その

他工事】 

 

・過去の類似案件で平成２９年度に同

じ者が落札しているが、１回目の入札

で落札したのか。 

   

・予定価格にかなり近い落札だが、この

業務は積算がしやすいのか。 

 

 

・辞退したＡ社は標準点である 100点以

外に加算点はなかったということで

すね。 

 

・加算点のあるＢ社が辞退した理由は

なにか。 

 

 

 

・参加者は評価項目、評価基準は分かっ

ているのか。 

 

 

【Ｒ０１戸頭団地第三給水施設改良（六

面点検化）工事】 

 

・競争参加資格の管Ｂ等級の事業者は

どのくらいいるのか。 

 

・それだけの登録業者がいて１者応札

になった理由は何と思われますか。 

 

 

 

 

・次回以降で１者応札を回避するため

の方策はあるのか。 

 

 

・当該受水槽を設置した者が落札する

ことにはならないか。本受水槽はどこ

が設置したのか。 

 

・施工が困難な工事であれば金額が少

なくともＡ等級の事業者も参加させ

てよいのではないか。 

 

 

 

 

 

・１回目の入札で落札しています。２者応札

でしたが、もう１者は予定価格を超過して

おりました。 

 

・本業務は、塗装塗り替え、断面補修などで

あり、仕様書、図面等などで内容は理解し

やすいものだと思います。 

 

・そのとおりです。加算点はありませんでし

た。 

 

 

・入札後Ｂ社にヒアリングしたところ、「他の

工事を落札し、本工事に技術者を配置する

ことが困難になったため」とのことでし

た。 

 

・入札説明書に記載されており、分かってい

ます。 

 

 

 

 

 

・１,８３５者が登録されています。 

 

 

・本工事は給水施設の機能を停止することな

く行う工事であることや、受水槽の基礎工

事などの建築工事も含まれることから、経

験を有する技術者や施工体制を整えられ

る者が少なかったかと推測します。 

 

・参加要件は既に緩和されていると考えてお

りますので、より早期の工事公表に努めた

いと思います。 

 

・当該受水槽は団地建設時に設置されたもの

ですので、施工は団地を建設したゼネコン

と思われます。 

 

・本工事はＵＲの基準に基づき、発注金額規

模からＢ等級となります。 

 

 

 



３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 

 

 

 

 

 

【Ｒ０１尾山台団地１－１号棟他２８

棟外壁修繕その他工事】 

 

・技術評価点が０点の者がいるが、その

理由は。 

 

 

 

 

・外壁修繕工事について総合評価方式

を用いる必要があるのか。 

 

・施工体制確認型とはどのような制度

か。 

 

 

【令和元・２年度東日本第３工事事務所

（神奈川地区）管轄内工事監督業務（総

主任（建築） 

 

・最初からＪＶでの参加は可として公

募したのか。 

 

・ＪＶでの参加を許可する理由はある

のか。 

 

・今回、設計事務所２者のＪＶなってい

るが、ＪＶを組む必要性はなにか。 

 

 

 

・他工種（電気設備・機械設備）でも１

者応札だが、今後どの様な対策を考え

ているか。 

 

 

 

・事業者からすると魅力の少ない業務

なのか。 

 

 

・監督員業務を機構内部で行わないの

か。 

 

 

【（仮称）南青山アパート災害公営住宅

建設工事】 

 

・Ａ社の技術評価点は他者よりも高く、

工期短縮にかかる提案で高得点とな

っている。これについて説明してほし

 

 

 

・本件は施工体制確認型であり、調査基準価

格以下の入札者には、資料の提出を求めて

おります。同社は資料提出を辞退したた

め、１０点を減じたため０点になりまし

た。 

 

・小規模の案件を除き、総合評価方式を用い

るルールになっています。 

 

・低入札と同様にダンピング防止策のひとつ

で、国の制度を取り入れています。 

 

 

 

 

 

 

・ＪＶでの参加を可として公募しています。 

 

 

・競争入札参加者を増やすためです。 

 

 

・本業務は履行期間も長く、常駐で技術者を

出し続けられる設計事務所は限られてい

ると思われるので、単独での参加は困難で

あったと推測します。 

 

・今回は、参加しやすいように工種を分割し

ていましたが、結果としては１者応札でし

た。更に対策を考えなければなりません

が、技術者も高齢化して少なくなっている

ようで難しいところです。 

  

・居住者対応など手間のかかる業務が多岐に

渡るので、技術者は忙しいのかもしれませ

ん。 

 

・現在は行っておりません。 

 

 

 

 

 

 

・工期短縮にかかる提案について、4 者のう

ちＡ社が 4 点の評価に対して、0 点の評価

が 2 者いるなど差があったが、この 2 者に



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 

 

い。 

 

 

 

・本建物の工事価格は、造成工事を含む

といっても高額ではないか。 

 

 

 

 

・工期短縮提案について、結果的に工期

が短縮できなかったらペナルティが

課されるのか。  

 

 

・競争参加資格に「瑕疵処理体制が整備

されていること」とあり、通常の建物

建築工事には求めない要件だがこの

要件を求めた理由はなにか。 
 

 

 

【釜石市鵜住居地区平成３１年度換地

設計その他業務】 

 

・過去の入札状況を見ると、落札者の平

成 25 年度以降の落札率はすべて同じ

だがこの理由はなにか。 

 

 

 

 

・当初協定の履行期間は平成 30 年度ま

でだったが 31 年度までに延伸となっ

た理由は何か。 

 

 

・平成 25年度契約から 31年度契約まで

の契約金額を合計すると、当初協定の

契約金額を超過しているのはなぜか。 

 

 

【情報システム関連技術支援業務（労働

者派遣） 情報システム課（その２）】 

 

・落札率が 100％となっているが、過去

の類似業務に落札率90％前後のものが

ある。何が違うのか。 

 

 

 

ついては提案内容の妥当性を判断したと

ころ実現性がなかったため評価できませ

んでした。 

 

・当該建物建設地は県が鉄道事業者から防雪

林を現状有姿で購入したもので、ＵＲはそ

の伐採・伐根も含めて整地する必要があ

り、結果造成工事の規模がかなり大きくな

りました。 

 

・工期短縮提案を反映した工期末を内工期と

して契約に指定し、これを遅延する場合は

損害金を請求するという契約を締結して

います。 

 

・この建物は建築後に県へ譲渡する分譲住宅

であるため、瑕疵保証をする必要があり、

その場合は求償先が施工会社になるため、

瑕疵処理体制が確実に取れているかとい

うことを求めています。 

 

 

 

 

 

・本業務は復興事業完了までの全体業務を対

象に一括して入札し、全体業務の協定を締

結しており、各年度の個別契約金額は、協

定に基づき発注者（ＵＲ）が積算した価格

に当初入札時の落札率を乗じたものであ

るためです。 

 

・復興事業の進捗に遅れがあり、全体業務を

完了させるためにはもう 1年履行期間を延

伸する必要があり、事業者と協議し履行期

間を延長しました。 

 

・技術者単価が当初の平成 25 年度以降、上

がってきていることと、工期自体が１年間

延伸しているためです。 

 

 

 

 

 

・類似業務は競争入札を行っているためで

す。本件は、企画提案競技方式に準ずる手

続きによる随意契約で締結した基本契約に

基づく個別契約にあたり、基本契約で単価

を定めているため、個別契約の落札率は



 

 

100％となります。 

 

以 上 


